
 

 

年管管発０９０１第２号 

令 和 ３ 年 ９ 月 １ 日  

（一部改正：令和５年３月３０日付け年管企発０３３０第１０号、年管管発０３３０第２号） 

 

 

地方厚生(支)局  

 年金調整（年金管理）課長 

市町村（特別区を含む。） 

 民 生 主 管 部 （ 局 ） 長 

 国民年金主管課（部）長 

 

 

  厚生労働省年金局事業管理課長 

（公 印 省 略） 

 

 

ＤＶ被害者に係る遺族年金等の生計同一認定要件の判断について 

 

 

 標記について、別添のとおり日本年金機構年金給付事業部門担当理事あて通知をし

たので、御了知願いたい。 

 

 

 

  

殿 
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年管管発０９０１第１号 

令 和 ３ 年 ９ 月 １ 日  

（一部改正：令和５年３月３０日付け年管企発０３３０第９号、年管管発０３３０第１号）  

 

 

日本年金機構年金給付事業部門担当理事 殿 

 

 

  厚生労働省年金局事業管理課長 

（公 印 省 略） 

 

 

ＤＶ被害者に係る遺族年金等の生計同一認定要件の判断について 

 

 

生計同一に関する認定要件（以下「生計同一認定要件」という。）については、「生

計維持関係等の認定基準及び認定の取扱いについて」（平成 23年３月 23日年発 0323

第１号。以下「平成 23年通知」という。）により取り扱われている。 

また、配偶者からの暴力（以下「ＤＶ」という。）の被害者の場合、ＤＶを避けるた

めに一時的な別居が必要になる場合があることから、裁判例を踏まえつつ、ＤＶ被害

者に係る遺族年金等の生計同一認定要件の判断に当たっての留意事項について、「Ｄ

Ｖ被害者に係る遺族年金等の生計同一認定要件の判断について」（令和元年 10月３日

厚生労働省年金局事業管理課長事務連絡。以下「令和元年 10 月事務連絡」という。）

のとおり、示したところである。 

今般、令和元年 10月事務連絡の内容に基づくとともに、令和元年 10月事務連絡後

の裁判例及び認定事例を踏まえつつ、平成 23年通知１⑴ただし書及び３⑴①ウ（イ）

に則り、下記のとおり、ＤＶ被害者に係る遺族年金等の生計同一認定要件の判断に当

たっての留意事項を定め、令和３年 10月１日から適用することとしたので通知する。 

なお、本通知の適用に伴い、令和元年 10月事務連絡は、令和３年９月 30日をもっ

て廃止する。 

 

記 

 

１ 被保険者等の死亡時において以下の①から⑤までのいずれかに該当するために

被保険者等と住民票上の住所を異にしている者については、ＤＶ被害者であるとい

う事情を勘案して、被保険者等の死亡時という一時点の事情のみならず、別居期間

の長短、別居の原因やその解消の可能性、経済的な援助の有無や定期的な音信・訪

問の有無等を総合的に考慮して、平成 23 年通知３⑴①ウ（イ）に該当するかどう

かを判断する。 

 ① 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13 年法律第
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31 号。以下「ＤＶ防止法」という。）に基づき裁判所が行う保護命令に係るＤＶ

被害者であること。 

 ② 婦人相談所、民間シェルター、母子生活支援施設等において一時保護されてい

るＤＶ被害者であること。 

 ③ ＤＶからの保護を受けるために、婦人保護施設、母子生活支援施設等に入所し

ているＤＶ被害者であること。 

 ④ ＤＶを契機として、秘密保持のために基礎年金番号が変更されているＤＶ被害

者であること。 

 ⑤ 公的機関その他これに準ずる支援機関が発行する証明書又は確認書等を通じ

て、①から④までの者に準ずると認められるＤＶ被害者であること。 

 

２ １の①、②、③及び⑤に該当するかどうかについては、裁判所が発行する保護命

令に係る証明書、配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書又は公的機関そ

の他これに準ずる支援機関が発行する確認書（「配偶者からの暴力を受けた者に係

る国民年金、厚生年金保険及び船員保険における秘密の保持の配慮について」（平

成 19年２月 21日庁保険発第 0221001号）の別紙１又は別紙２をいう。）、住民基本

台帳事務における支援措置申出書（相談機関等の意見等によってＤＶ被害者である

ことが証明されているものに限る。）の写しを通じて、確認を行う。なお、１の④に

該当する場合は、証明書又は確認書を通じた確認は不要とする。 

 

３ ＤＶ被害に関わり得る場合であっても、一時的な別居状態を超えて、消費生活上

の家計を異にする状態（経済的な援助も、音信も訪問もない状態）が長期間（おお

むね５年を超える期間）継続し固定化しているような場合については、原則として、

平成 23 年通知３⑴①ウ（イ）に該当していないものとして取り扱う。ただし、長

期間（おおむね５年を超える期間）となった別居期間において、経済的な援助又は

音信や訪問が行われている状態に準ずる状態であると認められる場合には、この限

りではない。 

 

４ １から３までの規定により生計同一認定要件の判断を行うことが実態と著しく

懸け離れたものとなり、かつ、社会通念上妥当性を欠くこととなる場合にあっては、

１から３までの規定にかかわらず、当該個別事案における個別の事情を総合的に考

慮して、被保険者等の死亡の当時その者と生計を同じくしていたかどうかを個別に

判断する。 

 

 


